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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料電池に用いるガス拡散層において、
　前記ガス拡散層は、
　一方の主面にガス流路が形成された第１拡散層と、
　前記第１拡散層の他方の主面上に積層された第２拡散層と、
　を有する複層構造で構成され、
　前記第１及び第２拡散層は、導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材で構
成され、
　前記第１拡散層の多孔度は、前記第２拡散層の多孔度よりも低く、
　前記高分子樹脂は、撥水性を有し、
　前記第２拡散層よりも前記第１拡散層の方が、前記高分子樹脂の組成比率が低い、
　燃料電池用ガス拡散層。
【請求項２】
　前記第１拡散層の多孔度は、２０％以上５０％未満である、請求項１に記載の燃料電池
用ガス拡散層。
【請求項３】
　前記第２拡散層の多孔度は、６５％以上８０％未満である、請求項１又は２に記載の燃
料電池用ガス拡散層。
【請求項４】
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　高分子電解質膜と、
　前記高分子電解質膜を挟んで互いに対向する一対の触媒層と、
　前記高分子電解質膜及び前記一対の触媒層を挟んで互いに対向する一対のガス拡散層と
、
　前記高分子電解質膜、前記一対の触媒層、及び一対のガス拡散層を挟んで互いに対向す
る一対の集電板と、
　を備える燃料電池において、
　前記一対のガス拡散層の少なくとも一方は、請求項１～３のいずれか１つに記載のガス
拡散層であり、
　前記第１拡散層が前記集電板に接し、前記第２拡散層が前記触媒層に接している、
　燃料電池。
【請求項５】
　高分子電解質膜と、
　前記高分子電解質膜の一方の主面上に形成されたアノード触媒層と、
　前記アノード触媒層上に積層されたアノードガス拡散層と、
　前記アノードガス拡散層上に積層され、前記アノードガス拡散層に接する主面にガス流
路が形成されたセパレータと、
　前記高分子電解質膜の他方の主面上に形成されたカソード触媒層と、
　前記カソード触媒層上に積層されたカソードガス拡散層と、
　前記カソードガス拡散層上に積層された集電板と、
　を備え、
　前記カソードガス拡散層は、請求項１～３のいずれか１つに記載のガス拡散層であり、
　前記第１拡散層が前記集電板に接し、前記第２拡散層が前記触媒層に接している、
　燃料電池。
【請求項６】
　燃料電池に用いるガス拡散層の製造方法において、
　多孔度が異なる２つのシート状の多孔質部材をそれぞれ作製し、
　前記作製した２つの多孔質部材を積層し、
　前記積層した２つの多孔質部材を、ガス流路の形状に対応する突起部を有する金型内に
、多孔度が低い多孔質部材側が前記突起部に対向するように配置した後、圧延して、当該
多孔度が低い多孔質部材の一方の主面にガス流路を形成する、
　ことを含む、燃料電池用ガス拡散層の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料ガスとして、純水素、メタノールなどの液体燃料、あるいは、化石燃料
などからの改質水素などの還元剤を用い、酸化剤ガスとして、空気（酸素）などを用いる
燃料電池に関し、より詳しくは、当該燃料電池が備えるガス拡散層及びその製造方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　燃料電池、例えば高分子電解質形燃料電池は、水素を含有する燃料ガスと、空気などの
酸素を含有する酸化剤ガスとを、白金などの触媒層を有するガス拡散層で電気化学的に反
応させることにより、電力と熱とを同時に発生させる装置である。
【０００３】
　図８は、従来の高分子電解質形燃料電池の基本構成を示す模式図である。高分子電解質
形燃料電池の単電池（セルともいう）１００は、膜電極接合体１１０（以下、ＭＥＡ：Me
mbrane-Electrode-Assemblyという）と、ＭＥＡ１１０の両面に配置された一対の板状の
導電性のセパレータ１２０とを有している。
【０００４】
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　ＭＥＡ１１０は、水素イオンを選択的に輸送する高分子電解質膜（イオン交換樹脂膜）
１１１と、当該高分子電解質膜１１１の両面に形成された一対の電極層１１２とを備えて
いる。一対の電極層１１２は、高分子電解質膜１１１の両面に形成され、白金属触媒を坦
持したカーボン粉末を主成分とする触媒層１１３と、当該触媒層１１３上に形成され、集
電作用とガス透過性と撥水性とを併せ持つガス拡散層１１４とを有している。ガス拡散層
１１４は、炭素繊維からなる多孔質な基材１１５と、カーボンと撥水材からなるコーティ
ング層（撥水カーボン層）１１６とで構成されている。
【０００５】
　前記一対のセパレータ１２０には、ガス拡散層１１４と当接する主面に、燃料ガスを流
すための燃料ガス流路１２１と、酸化剤ガスを流すための酸化剤ガス流路１２２とが設け
られている。また、前記一対のセパレータ１２０には、冷却水などが通る冷却水流路１２
３が設けられている。当該各ガス流路１２１，１２２を通じて前記一対の電極層１１２に
それぞれ燃料ガス及び酸化剤ガスが供給されることで、電気化学反応が起こり、電力と熱
とが発生する。
【０００６】
　前記のように構成されるセル１００は、図８に示すように１つ以上積層され、互いに隣
接するセル１００を電気的に直列に接続されて使用されるのが一般的である。なお、この
とき、互いに積層されたセル１００は、反応ガスである燃料ガス及び酸化剤ガスがリーク
しないように且つ接触抵抗を減らすために、ボルトなどの締結部材１３０により所定の締
結圧にて加圧締結される。従って、ＭＥＡ１１０とセパレータ１２０とは所定の圧力で面
接触することになる。このとき、セパレータ１２０は、互いに隣接するＭＥＡ１１０，１
１０同士を電気的に直列に接続するための集電性を有する。また、電気化学反応に必要な
ガスが外部に漏れるのを防ぐために、一対のセパレータ１２０，１２０の間には、触媒層
１１３とガス拡散層１１４の側面を覆うようにシール材（ガスケット）１１７が配置され
ている。
【０００７】
　近年、燃料電池の分野においては、より一層の低コスト化が求められており、各構成部
材の単価の低減、部品点数の削減などの観点から、様々な低コスト化の技術が提案されて
いる。その１つとして、ガス流路を、セパレータに設けるのではなく、ガス拡散層に設け
る技術が提案されている。
【０００８】
　図８に示す従来の燃料電池においては、セパレータにガス流路を設けている。この構成
を実現する方法としては、例えば、セパレータの材料としてカーボンと樹脂とを用い、こ
れらを、ガス流路の形状に対応する凹凸を有する金型を用いて射出成形する方法がある。
しかしながら、この場合、製造コストが高いという課題がある。また、前記構成を実現す
る別の方法として、セパレータの材料として金属を用い、ガス流路の形状に対応する凹凸
を有する金型を用いて当該金属を圧延する方法がある。しかしながら、この場合、前記射
出成形法に比べて低コスト化を実現することができる一方で、セパレータが腐食しやすく
、燃料電池としての発電性能が低下するという課題がある。
【０００９】
　一方、ガス拡散層は、ガス拡散性を備えるようにするために、多孔質部材で構成される
。このため、ガス流路をガス拡散層に形成することの方がセパレータに形成することに比
べて容易であり、低コスト化及び高発電性能化を図るのに有利である。このような構成を
有するガス拡散層としては、例えば、特許文献１～３に記載されたものがある。
【００１０】
　特許文献１には、直方体状に伸長された複数の流路型を備えた成型治具を用いて炭素繊
維を基材とした多孔質部材を抄紙法によって成型し、当該成型後に前記成型治具を抜き取
ることによって、ガス拡散層の内部にガス流路を形成する技術が記載されている。
【００１１】
　特許文献２には、ガス流路を形成する樹脂又は金属からなる隔壁をセパレータ上にパタ
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ーン形成した後、当該隔壁を覆うように炭素繊維を基材とした多孔質部材を形成すること
によって、ガス拡散層にガス流路を形成する技術が記載されている。
【００１２】
　特許文献３には、炭素繊維を基材とした多孔質部材と平板状のセパレータとの間に、打
ち抜きなどによりガス流路構造を形成したカーボンペーパーよりなる流路構成部材を配設
することにより、ガス拡散層にガス流路を形成する技術が記載されている。
【００１３】
　また、ガス拡散層は、前記特許文献１～３のように炭素繊維を基材とした多孔質部材で
構成されるのが一般的である。しかしながら、炭素繊維を基材とした多孔質部材は、製造
工程が複雑であり製造コストがかかるため、高価である。そこで、炭素繊維を基材とした
多孔質部材を用いずにガス拡散層を構成することで、燃料電池の低コスト化を図る技術が
提案されている。このような構成を有するガス拡散層としては、例えば、特許文献４に記
載されたものがある。
【００１４】
　特許文献４には、炭素繊維を基材として用いずに、グラファイトとカーボンブラックと
未焼成ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）と焼成ＰＴＦＥとを混合してガス拡散層
を構成する技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２００６－３３９０８９号公報
【特許文献２】特開２００５－２９４１２１号公報
【特許文献３】特開２０００－１２３８５０号公報
【特許文献４】特開２００３－１８７８０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　前記特許文献１～３のように炭素繊維を基材とした多孔質部材でガス拡散層を構成した
場合、その多孔度は通常８０％以上と高くなる。このため、このガス拡散層にガス流路を
形成した場合、互いに隣接するガス流路を隔てるリブ部の内部を反応ガスが透過（ショー
トカット）してしまうおそれがある。すなわち、燃料ガス又は酸化剤ガスが、ガス流路の
上流部から下流部までガス流路の形状に沿って流れずにガス拡散性が低下し、それにより
発電性能が低下するおそれがある。
【００１７】
　また、特許文献２の構成によれば、前記隔壁により、反応ガスがリブ部の内部を透過す
ることを抑えられる。しかしながら、前記隔壁を樹脂で形成した場合には、導電性が低下
することとなり、それによりＩＲ損失が増大する。一方、前記隔壁を金属で形成した場合
には、副反応が起こり易くなって高分子電解質膜の耐久性が低下する。すなわち、結果と
して、発電性能が低下するおそれがある。
【００１８】
　一方、特許文献４のように炭素繊維を基材として用いずにガス拡散層を構成した場合、
その多孔度は８０％より低くすることができる。従って、反応ガスがリブ部の内部を透過
することを抑えることができる。しかしながら、炭素繊維を基材として用いずに構成した
ガス拡散層（以下、基材レスガス拡散層という）は、強度が弱いという課題がある。この
ため、基材レスガス拡散層に圧延などによりガス流路を形成した場合、例えば、セルの組
立時に加わる圧力などにより、互いに隣接するガス流路を隔てるリブ部が変形して、ガス
流路の断面積が過剰に小さくなってしまうおそれがある。
【００１９】
　基材レスガス拡散層の強度を強くするには、低多孔度化（高密度化）すればよい。しか
しながら、この場合、ガス拡散性が阻害されて、特にリブ部の鉛直下方の触媒層に反応ガ
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スが届かず、面内発電分布にバラツキが生じ、電圧が低下する。すなわち、結果として発
電性能が低下することとなる。
【００２０】
　従って、本発明の目的は、前記課題を解決することにあって、一方の主面にガス流路が
形成されたガス拡散層において、発電性能を一層向上させることができるガス拡散層及び
その製造方法、並びに当該ガス拡散層を備えた燃料電池を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　前記目的を達成するために、本発明は以下のように構成する。
　本発明の第１態様によれば、燃料電池に用いるガス拡散層において、
　前記ガス拡散層は、
　一方の主面にガス流路が形成された第１拡散層と、
　前記第１拡散層の他方の主面上に積層された第２拡散層と、
　を有する複層構造で構成され、
　前記第１及び第２拡散層は、導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材で構
成され、
　前記第１拡散層の多孔度は、前記第２拡散層の多孔度よりも低く、
　前記高分子樹脂は、撥水性を有し、
　前記第２拡散層よりも前記第１拡散層の方が、前記高分子樹脂の組成比率が低い、
　燃料電池用ガス拡散層を提供する。
【００２２】
　ここで、「導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材」とは、炭素繊維を基
材として使用することなく、導電性粒子と高分子樹脂とで支持される構造（いわゆる自己
支持体構造）を持つ多孔質部材を意味する。導電性粒子と高分子樹脂とで多孔質部材を構
成する場合、例えば、後述するように界面活性剤と分散溶媒とを用いる。この場合、製造
工程中に、焼成により界面活性剤と分散溶媒とを除去するが、十分に除去できずにそれら
が多孔質部材中に残留することが有り得る。従って、炭素繊維を基材として使用しない自
己支持体構造である限り、そのようにして残留した界面活性剤と分散溶媒が多孔質部材に
含まれてもよいことを意味する。また、炭素繊維を基材として使用しない自己支持体構造
である限り、他の材料が多孔質部材に含まれても良いことも意味する。
【００２８】
　本発明の第２態様によれば、前記第１拡散層の多孔度は、２０％以上５０％未満である
、第１態様に記載の燃料電池用ガス拡散層を提供する。
【００２９】
　本発明の第３態様によれば、前記第２拡散層の多孔度は、６５％以上８０％未満である
、第１又は２態様に記載の燃料電池用ガス拡散層を提供する。
【００３０】
　本発明の第４態様によれば、高分子電解質膜と、
　前記高分子電解質膜を挟んで互いに対向する一対の触媒層と、
　前記高分子電解質膜及び前記一対の触媒層を挟んで互いに対向する一対のガス拡散層と
、
　前記高分子電解質膜、前記一対の触媒層、及び一対のガス拡散層を挟んで互いに対向す
る一対の集電板と、
　を備える燃料電池において、
　前記一対のガス拡散層の少なくとも一方は、第１～３態様のいずれか１つに記載のガス
拡散層であり、
　前記第１拡散層が前記集電板に接し、前記第２拡散層が前記触媒層に接している、
　燃料電池を提供する。
【００３１】
　本発明の第５態様によれば、高分子電解質膜と、
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　前記高分子電解質膜の一方の主面上に形成されたアノード触媒層と、
　前記アノード触媒層上に積層されたアノードガス拡散層と、
　前記アノードガス拡散層上に積層され、前記アノードガス拡散層に接する主面にガス流
路が形成されたセパレータと、
　前記高分子電解質膜の他方の主面上に形成されたカソード触媒層と、
　前記カソード触媒層上に積層されたカソードガス拡散層と、
　前記カソードガス拡散層上に積層された集電板と、
　を備え、
　前記カソードガス拡散層は、第１～３態様のいずれか１つに記載のガス拡散層であり、
　前記第１拡散層が前記集電板に接し、前記第２拡散層が前記触媒層に接している、
　燃料電池を提供する。
【００３３】
　本発明の第６態様によれば、燃料電池に用いるガス拡散層の製造方法において、
　多孔度が異なる２つのシート状の多孔質部材をそれぞれ作製し、
　前記作製した２つの多孔質部材を積層し、
　前記積層した２つの多孔質部材を、ガス流路の形状に対応する突起部を有する金型内に
、多孔度が低い多孔質部材側が前記突起部に対向するように配置した後、圧延して、当該
多孔度が低い多孔質部材の一方の主面にガス流路を形成する、
　ことを含む、燃料電池用ガス拡散層の製造方法を提供する。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明の燃料電池用ガス拡散層によれば、ガス拡散層を第１拡散層と第２拡散層とを有
する複層構造とし、ガス流路が形成された第１拡散層の多孔度を第２拡散層より低くして
いる。すなわち、第１拡散層の強度を第２拡散層より高くしている。これにより、複数の
セルを積層して加圧締結する際などに加わる圧力により、互いに隣接するガス流路を隔て
るリブ部が変形して、ガス流路が閉塞してしまうことを抑えることができる。また、反応
ガスがリブ部の内部を透過することを抑えることができ、ガス流路の上流部から下流部ま
でガス流路の形状に沿って反応ガスが一定の流速で流れることができる。また、第２拡散
層の多孔度は第１拡散層よりも高いので、第２拡散層のガス拡散性によりリブ部の鉛直下
方にも反応ガスが拡散されることになり、面内発電分布のバラツキを抑えることができる
。従って、発電性能を一層向上させることができる。また、第１及び第２拡散層は、導電
性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材で構成されているので、低コスト化を図
ることができるとともに、複雑な形状のガス流路も容易に形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の実施形態にかかる燃料電池の基本構成を示す模式断面図である。
【図２】本発明の実施形態にかかるガス拡散層単体の構成を示す模式断面図である。
【図３】本発明の実施形態にかかるガス拡散層の製造方法を示すフローチャートである。
【図４Ａ】本発明の実施形態にかかるガス拡散層の製造方法を示す模式説明図である。
【図４Ｂ】図４Ａに続く工程を示す模式説明図である。
【図４Ｃ】図４Ｂに続く工程を示す模式説明図である。
【図５】本発明の実施形態にかかるガス拡散層の別の製造方法を示すフローチャートであ
る。
【図６Ａ】本発明の実施形態にかかるガス拡散層の別の製造方法を示す模式説明図である
。
【図６Ｂ】図６Ａに続く工程を示す模式説明図である。
【図６Ｃ】図６Ｂに続く工程を示す模式説明図である。
【図７】本発明の実施形態にかかる燃料電池の基本構成の変形例を示す模式断面図である
。
【図８】図８は、従来の燃料電池の構成を示す模式断面図である。
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【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しながら説明する。なお、以下の全ての
図において、同一又は相当部分には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【００３７】
　《実施形態》
　図１は、本発明の実施形態にかかる燃料電池の基本構成を示す模式断面図である。本実
施形態にかかる燃料電池は、水素を含有する燃料ガスと、空気などの酸素を含有する酸化
剤ガスとを電気化学的に反応させることにより、電力と熱とを同時に発生させる高分子電
解質形燃料電池である。なお、本発明は高分子電解質形燃料電池に限定されるものではな
く、種々の燃料電池に適用可能である。
【００３８】
　図１において、本実施形態にかかる燃料電池は、膜電極接合体１０（以下、ＭＥＡとい
う）と、ＭＥＡ１０の両面に配置された導電性を有する一対の平板状の集電板２０Ａ，２
０Ｃとを有するセル（単電池）１を備えている。なお、本実施形態にかかる燃料電池は、
このセル１を複数個積層して構成されてもよい。この場合、互いに積層されたセル１は、
燃料ガス及び酸化剤ガスがリークしないように且つ接触抵抗を減らすために、ボルトなど
の締結部材（図示せず）により所定の締結圧にて加圧締結されることが好ましい。
【００３９】
　ＭＥＡ１０は、水素イオンを選択的に輸送する高分子電解質膜１１と、当該高分子電解
質膜１１の両面に形成された一対の電極層とを備えている。一対の電極層の一方はアノー
ド電極（燃料極ともいう）１２Ａであり、他方はカソード電極（空気極ともいう）１２Ｃ
である。アノード電極１２Ａは、高分子電解質膜１１の一方の面上に形成され、白金属触
媒を坦持したカーボン粉末を主成分とする一対のアノード触媒層１３Ａと、このアノード
触媒層１３Ａ上に形成され、集電作用とガス透過性と撥水性とを併せ持つアノードガス拡
散層１４Ａとを有している。カソード電極１２Ｃは、高分子電解質膜１１の他方の面上に
形成され、白金属触媒を坦持したカーボン粉末を主成分とする一対のカソード触媒層１３
Ｃと、このカソード触媒層１３Ｃ上に形成され、集電作用とガス透過性と撥水性とを併せ
持つカソードガス拡散層１４Ｃとを有している。
【００４０】
　アノードガス拡散層１４Ａは、第１拡散層の一例である第１アノード拡散層１５Ａと第
２拡散層の一例である第２アノード拡散層１６Ａとを有する複層構造で構成されている。
第１及び第２アノード拡散層１５Ａ，１６Ａは、炭素繊維を基材として用いない基材レス
ガス拡散層で構成されている。具体的には、第１及び第２アノード拡散層１５Ａ，１６Ａ
は、導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材で構成されている。第１アノー
ド拡散層１５Ａの一方の主面には、燃料ガスを流すための燃料ガス流路２１Ａが設けられ
ている。互いに隣接する燃料ガス流路２１Ａ，２１Ａを隔てるリブ部２２Ａの先端は、所
定の圧力で集電板２０Ａに接している。これにより、燃料ガス流路２１Ａ外に燃料ガスが
流れること（外部リーク）が防止されている。第１アノード拡散層１５Ａの他方の主面は
第２アノード拡散層１６Ａと接している。第１アノード拡散層１５Ａは、第２アノード拡
散層１６Ａよりも多孔度が低く構成されている。第２アノード拡散層１６Ａはアノード触
媒層１３Ａと接している。
【００４１】
　カソードガス拡散層１４Ｃは、第１拡散層の一例である第１カソード拡散層１５Ｃと第
２拡散層の一例である第２カソード拡散層１６Ｃとを有する複層構造で構成されている。
第１及び第２カソード拡散層１５Ｃ，１６Ｃは、炭素繊維を基材として用いない基材レス
ガス拡散層で構成されている。具体的には、第１及び第２カソード拡散層１５Ｃ，１６Ｃ
は、導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材で構成されている。第１カソー
ド拡散層１５Ｃの一方の主面には、酸化剤ガスを流すための酸化剤ガス流路２１Ｃが設け
られている。互いに隣接する酸化剤ガス流路２１Ｃ，２１Ｃを隔てるリブ部２２Ｃの先端
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は、所定の圧力で集電板２０Ｃに接している。これにより、酸化剤ガス流路２１Ｃ外に酸
化剤ガスが流れること（外部リーク）が防止されている。第１カソード拡散層１５Ｃの他
方の主面は第２カソード拡散層１６Ｃと接している。第１カソード拡散層１５Ｃは、第２
カソード拡散層１６Ｃよりも多孔度が低く構成されている。第２カソード拡散層１６Ｃは
カソード触媒層１３Ｃと接している。
【００４２】
　燃料ガス流路２１Ａを通じてアノード電極１２Ａに燃料ガスが供給されるとともに、酸
化剤ガス流路２１Ｃを通じてカソード電極１２Ｃに酸化剤ガスが供給されることで、電気
化学反応が起こり、電力と熱とが発生する。
【００４３】
　なお、反応ガスがリークしないように且つ接触抵抗を減らすために、ボルトなどの締結
部材（図示せず）によりセル１を加圧締結するとき、締結圧は、２～１０ｋｇｆ／ｃｍ２

であることが好ましい。締結圧が１０ｋｇｆ／ｃｍ２より大きい場合には、リブ部２２Ａ
，２２Ｃが変形し易くなる。一方、締結圧が２ｋｇｆ／ｃｍ２でより小さい場合には、部
材間の接触抵抗が急増したり、燃料ガス流路２１Ａ又は酸化剤ガス流路２１Ｃに沿って燃
料ガス又は酸化剤ガスが流れ難くなる。
【００４４】
　集電板２０Ａ，２０Ｃは、ガス透過性が低い金属などの材料で構成されている。好まし
くは、集電板２０Ａ，２０Ｃは、耐食性、導電性、ガス不透過性、平坦性に優れたカーボ
ン、金属などの材料で構成される。なお、集電板２０Ａ，２０Ｃには、冷却水などが通る
冷却水流路（図示せず）が設けられていてもよい。
【００４５】
　集電板２０Ａと高分子電解質膜１１との間には、燃料ガスが外部に漏れるのを防ぐため
に、アノード触媒層１３Ａ及びアノードガス拡散層１４Ａの側面を覆うようにシール材と
してアノードガスケット１７Ａが配置されている。また、集電板２０Ｃと高分子電解質膜
１１との間には、酸化剤ガスが外部に漏れることを防ぐために、カソード触媒層１３Ｃ及
びカソードガス拡散層１４Ｃの側面を覆うようにシール材としてカソードガスケット１７
Ｃが配置されている。
【００４６】
　アノードガスケット１７Ａ及びカソードガスケット１７Ｃの材料としては、一般的な熱
可塑性樹脂、熱硬化性樹脂などを用いることができる。例えば、アノードガスケット１７
Ａ及びカソードガスケット１７Ｃの材料として、シリコン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン
樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリイミド系樹脂、アクリル樹脂、ＡＢＳ樹脂、ポリプロピ
レン、液晶性ポリマー、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリスルホン、ガラス繊維強
化樹脂などを用いることができる。
【００４７】
　なお、アノードガスケット１７Ａ及びカソードガスケット１７Ｃは、それらの一部がア
ノードガス拡散層１４Ａ又はカソードガス拡散層１４Ｃの周縁部に含浸しているほうが好
ましい。これにより、発電耐久性及び強度を向上させることができる。
【００４８】
　また、アノードガスケット１７Ａ及びカソードガスケット１７Ｃに代えて、集電板２０
Ａと集電板２０Ｃとの間に、高分子電解質膜１１、アノード電極１２Ａ、及びカソード電
極１２Ｃの側面を覆うように、ガスケットを配置してもよい。これにより、高分子電解質
膜１１の劣化を抑制し、ＭＥＡ１０のハンドリング性、量産時の作業性を向上させること
ができる。
【００４９】
　次に、本実施形態にかかるアノードガス拡散層１４Ａ及びカソードガス拡散層１４Ｃの
構成についてさらに詳細に説明する。ここで、アノードガス拡散層１４Ａとカソードガス
拡散層１４Ｃとは、特に断りが無い限り同じ構成を有している。このため、これらに共通
する事項について説明する場合には、これらを単にガス拡散層１４という。また、第１ア
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ノード拡散層１５Ａ及び第１カソード拡散層１５Ｃは、第１拡散層１５といい、第２アノ
ード拡散層１６Ａ及び第２カソード拡散層１６Ｃは、第２拡散層１６という。さらに、燃
料ガス流路２１Ａ及び酸化剤ガス流路２１Ｃはガス流路２１といい、リブ部２２Ａ，２２
Ｃはリブ部２２という。図２は、ガス拡散層単体の構成を示す模式断面図である。
【００５０】
　ガス拡散層１４は、以下の３つの機能を有している。１つ目は、ガス流路２１から流れ
る反応ガスをガス流路２１の鉛直下方だけでなく、リブ部２２の鉛直下方にまで拡散させ
るガス拡散性機能である。２つ目は、触媒層内を適度に湿潤させつつ、過剰水を排出する
水マネジメント機能である。３つ目は、電子移動パスを形成する集電性機能である。
【００５１】
　ガス拡散層１４は、第１拡散層１５と第２拡散層１６との２層構造で構成されている。
第１及び第２拡散層１５，１６は、それぞれ、導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした
シート状で且つゴム状の多孔質部材で構成されている。第１拡散層１５の多孔度は、第２
拡散層１６の多孔度より低く設定されている。第１及び第２拡散層１５，１６の多孔度は
、後述するように、使用する材料の組成、製造時に加える圧延力、圧延回数などを異なら
せることにより変化させることができる。
【００５２】
　第１拡散層１５の多孔度は、２０％以上５０％未満であることが好ましい。第１拡散層
１５の多孔度が２０％未満である場合には、ガス透過性が低下して、リブ部２２の鉛直下
方だけでなくガス流路２１の鉛直下方にも反応ガスが到達しなくなり、発電性能が著しく
低下する。一方、第１拡散層１５の多孔度が５０％以上である場合には、強度が低下して
、リブ部２２が変形し易くなる。
【００５３】
　第２拡散層１６の多孔度は、６５％以上８０％未満であることが好ましい。第２拡散層
１６の多孔度が６５％未満である場合には、ガス透過性が低下して、厚み方向に反応ガス
が流れにくくなり、リブ部２２の鉛直下方での発電が困難になる。一方、炭素繊維を基材
として用いずにガス拡散層の多孔度を８０％以上とすることは、製造プロセス上、困難で
ある。仮に、多孔度８０％以上のガス拡散層を製造することができたとしても、強度が著
しく低下し、ガス拡散層としての機能を果すことができない。
【００５４】
　第１及び第２拡散層１５，１６を構成する導電性粒子の材料としては、例えば、グラフ
ァイト、カーボンブラック、活性炭などのカーボン材料が挙げられる。カーボンブラック
としては、アセチレンブラック（ＡＢ）、ファーネスブラック、ケッチェンブラック、バ
ルカンなどが挙げられる。なお、それらの中でもカーボンブラックの主成分としてアセチ
レンブラックが用いられることが、不純物含有量が少なく、電気伝導性が高いという観点
から好ましい。また、グラファイトの主成分としては、天然黒鉛、人造黒鉛などが挙げら
れる。これらの中でもグラファイトの主成分として人造黒鉛が用いられることが、不純物
量が少ないという観点から好ましい。また、カーボン材料の原料形態としては、例えば、
粉末状、繊維状、粒状などが挙げられる。それらの中でも粉末状がカーボン材料の原料形
態として採用されることが、分散性、取り扱い性の観点から好ましい。
【００５５】
　第１拡散層１５に含まれる導電性粒子は、平均粒子径が異なる２種類のカーボン材料を
混合して構成されることが好ましい。これにより、平均粒子径が大きな粒子同士の隙間に
平均粒子径が小さな粒子が入り込むことができるので、第１拡散層１５の全体の多孔度を
低多孔度化（例えば、６０％以下に）することが容易になる。一方のカーボン材料として
アセチレンブラックを用いた場合において、充填構造を作成し易い他方のカーボン材料と
しては、人造黒鉛が挙げられる。なお、アセチレンブラックの平均粒子径Ｄ５０(相対粒
子量が５０％の時の粒子径：メディアン径ともいう）は、Ｄ５０＝５μｍであり、人造黒
鉛の平均粒子径Ｄ５０は、Ｄ５０＝１５～２０μｍである（レーザ回折式粒度測定装置マ
イクロトラックＨＲＡを使用して測定）。
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【００５６】
　なお、前記導電性粒子を３種類以上のカーボン材料を混合して構成した場合にも、充填
構造を構成することが容易である。しかしながら、この場合、分散、混錬、圧延条件など
の材料の取り扱い（最適化）が複雑化するので、前記導電性粒子は２種類のカーボン材料
を混合して構成されることがより好ましい。
【００５７】
　また、前記導電性粒子をアセチレンブラックと人造黒鉛を混合して構成した場合、それ
らの配合比率（重量比）は、アセチレンブラックが１に対して人造黒鉛は０．３以上であ
ることが好ましい。人造黒鉛の配合比率を０．３以上とすることで、多孔度を効果的に低
くすることができる。
【００５８】
　第２拡散層１６は、第１拡散層１５とは逆に、多孔度を高くする必要があるので、第２
拡散層１６に含まれる導電性粒子は、１種類のカーボン材料で構成されることが好ましい
。また、当該１種類のカーボン材料は、粒子径のバラツキが少ないことが好ましい。また
、第２拡散層１６に含まれる導電性粒子は、第１拡散層１５と同様に、平均粒子径が異な
る２種類以上のカーボン材料で構成されてもよい。しかしながら、この場合、充填構造が
形成されないように、各カーボン材料の配合比率を調整することが好ましい。例えば、前
記導電性粒子をアセチレンブラックと人造黒鉛を混合して構成した場合、それらの配合比
率（重量比）は、アセチレンブラックが１に対して人造黒鉛は０．３未満であることが好
ましい。
【００５９】
　第１及び第２拡散層１５，１６を構成する高分子樹脂は、前記導電性粒子同士を結着す
るバインダーとしての機能を有する。また、前記高分子樹脂は、撥水性を有するため、燃
料電池の内部にて水を系内に閉じ込める機能（保水性）も有する。前記高分子樹脂の組成
比率が低くなる程、ガス拡散層自体の親水性が高くなる。ガス流路２１近傍の親水性が高
いと、結露水を系外に排出し易くなる。このため、第２拡散層１６よりも第１拡散層１５
の方が、前記高分子樹脂の配合比率が低いことが好ましい。また、高分子樹脂は非導電性
であるので、第１拡散層１５の高分子樹脂の配合比率を低くすることで、リブ部２２と集
電板２０Ａ，２０Ｃとの接触抵抗を低減することができる。
【００６０】
　前記高分子樹脂の材料としては、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）、ＦＥＰ（
テトラフルオロエチレン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体）、ＰＶＤＦ（ポリビニリ
デンフルオライド）、ＥＴＦＥ（テトラフルオロエチレン・エチレン共重合体）、ＰＣＴ
ＦＥ（ポリクロロトリフルオロエチレン）、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン・パーフル
オロアルキルビニルエーテル共重合体）などが挙げられる。これらの中でも前記高分子樹
脂の材料としてＰＴＦＥが使用されることが、耐熱性、撥水性、耐薬品性の観点から好ま
しい。ＰＴＦＥの原料形態としては、ディスパージョン、粉末状などがあげられる。それ
らの中でもディスパージョンがＰＴＦＥの原料形態として採用されることが、作業性の観
点から好ましい。
【００６１】
　第１拡散層１５に形成されるガス流路２１の形状（パターン）は、特に限定されるもの
ではなく、従来のセパレータに形成されていたガス流路の形状と同様に形成することがで
きる。このようなガス流路の形状としては、例えばストレート型、サーペンタイン型等が
挙げられる。
【００６２】
　ガス流路２１の幅は、電極面積、ガス流量、電流密度、加湿条件、セル温度などにより
最適値は大きく異なるが、０．１ｍｍ～３．０ｍｍの範囲内、特に０．２ｍｍ～１．５ｍ
ｍの範囲内であることが好ましい。ガス流路２１の幅が０．１ｍｍ未満である場合には、
燃料電池において通常流される反応ガスの量に対してガス流路２１の幅が十分でない可能
性がある。一方、ガス流路２１の幅が３．０ｍｍより大きい場合には、反応ガスがガス流
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路２１の全体に流れなくなり、反応ガスの滞留が生じてフラッディングが起こる可能性が
ある。
【００６３】
　ガス流路２１の深さは、電極面積、ガス流量、電流密度、加湿条件、セル温度などによ
り大きく異なるが、０．０１５ｍｍ～２．０ｍｍの範囲内、特に０．０３ｍｍ～０．８ｍ
ｍの範囲内であることが好ましい。ガス流路２１の深さが０．０１５ｍｍ未満である場合
には、燃料電池において通常流される反応ガスの量に対してガス流路２１の深さが十分で
ない可能性がある。一方、ガス流路２１の深さが２，０ｍｍより大きい場合には、反応ガ
スがガス流路２１の全体に流れなくなり、反応ガスの滞留が生じてフラッディングが起こ
る可能性がある。
【００６４】
　第１拡散層１５に形成されるリブ部２２の幅は、０．１ｍｍ～３．０ｍｍの範囲内、特
に０．２ｍｍ～２．０ｍｍの範囲内であることが好ましい。リブ部２２の幅が０．１ｍｍ
未満である場合は、強度が低下してガス流路２１が変形し易くなる。一方、リブ部２２の
幅が２．０ｍｍより大きい場合には、リブ部２２の鉛直下方の面積が大きくなるため、反
応ガスが第１拡散層１５内で均一に拡散されず、面内発電分布にバラツキが生じるおそれ
がある。
【００６５】
　第２拡散層１６の厚さは、ガス利用率、電流密度、加湿条件、セル温度などにより最適
値は大きく異なるが、０．０５ｍｍ～１．０ｍｍの範囲内、特に０．１ｍｍ～０．４ｍｍ
の範囲内であることが好ましい。
【００６６】
　第１拡散層１５に対する第２拡散層１６の厚さの比は、０．３～２．０の範囲内である
ことが好ましい。第１拡散層１５に対する第２拡散層１６の厚さの比が０．３未満である
場合には、厚み方向のガス拡散性が低下して、リブ部２２の鉛直下方に反応ガスが到達し
なくなる。これにより、面内発電分布にバラツキが生じ、発電性能が低下することになる
。一方、第１拡散層１５に対する第２拡散層１６の厚さの比が２．０よりも大きい場合に
は、ガス拡散層１４全体の厚さが厚くなり過ぎるため、反応ガスが触媒層１３Ａ，１３Ｃ
に到達しなくなるとともに電気抵抗が増加して、発電性能が低下することになる。
【００６７】
　なお、第１及び第２拡散層１５，１６は、炭素繊維を基材として用いることなく、導電
性粒子と高分子樹脂とで支持される構造（いわゆる自己支持体構造）であればよい。従っ
て、第１及び第２拡散層１５，１６には、導電性粒子及び高分子樹脂以外に、ガス拡散層
の製造時に使用する界面活性剤及び分散溶媒などが微量含まれていてもよい。分散溶媒と
しては、例えば、水、メタノール、及びエタノールなどのアルコール類、エチレングリコ
ールなどのグリコール類が挙げられる。界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレ
ンアルキルエーテルなどのノニオン系、アルキルアミンオキシドなどの両性イオン系が挙
げられる。製造時に使用する分散溶媒の量及び界面活性剤の量は、導電性粒子の種類、高
分子樹脂の種類、それらの配合比率などに応じて適宜設定すればよい。なお、一般的には
、分散溶媒の量及び界面活性剤の量が多いほど、導電性粒子と高分子樹脂とが均一に分散
しやすい傾向がある一方で、流動性が高くなり、ガス拡散層のシート化が難しくなる傾向
がある。
【００６８】
　また、第１及び第２拡散層１５，１６には、基材としては成立しない重量（例えば、導
電性粒子及び高分子樹脂よりも少ない重量）の炭素繊維が含まれていてもよい。炭素繊維
には、補強効果があるので、炭素繊維の配合比率を高くすることによって、強度の高いガ
ス拡散層を製造することができる。また、リブ部２２の変形を抑えるため、第２拡散層１
６よりも第１拡散層１５の方が高い強度が必要である。このため、第２拡散層１６よりも
第１拡散層１５の方が炭素繊維の配合比率が高いことが好ましい。第１拡散層１５の炭素
繊維の配合比率を高くすることで、第１拡散層１５は高導電性になるので、リブ部２２と
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集電板２０Ａ，２０Ｃとの接触抵抗を低減することもできる。
【００６９】
　前記炭素繊維の材料としては、例えば、気相成長法炭素繊維（以下、ＶＧＣＦという）
、ミルドファイバー、カットファイバー、チョップファイバーなどが挙げられる。前記炭
素繊維としてＶＧＣＦを使用する場合、例えば、繊維径０．１５μｍ、繊維長１５μｍの
ものを使用すればよい。また、前記炭素繊維としてミルドファイバー、カットファイバー
、又はチョップファイバーを使用する場合、例えば、繊維径５～２０μｍ、繊維長２０μ
ｍ～１００μｍであるものを使用すればよい。
【００７０】
　前記ミルドファイバー、カットファイバー、又はチョップファイバーの原料は、ＰＡＮ
系、ピッチ系、レイヨン系のいずれでもよい。また、前記ファイバーは、原糸（長繊維フ
ィラメント又は短繊維ステーブル）を切断、裁断することにより作製された短繊維の束を
分散させて使用することが好ましい。
【００７１】
　前記炭素繊維の配合量は、高分子樹脂よりも少ない重量であることが好ましい。基材レ
スガス拡散層の高強度化には炭素繊維を少量配合することでも十分に効果がある。前記炭
素繊維の配合量を高分子樹脂よりも多くすると、炭素繊維が膜を突き刺し、膜劣化が生じ
て性能低下する懸念が生じやすくなる。また、コストが高くなる要因になる。また、第１
及び第２拡散層１５，１６は、炭素繊維を基材として用いなければよく、導電性粒子と高
分子樹脂と炭素繊維とで支持される自己支持体構造であってもよい。
【００７２】
　アノードガス拡散層１４Ａの第２アノードガス拡散層１６Ａの多孔度は、カソードガス
拡散層１４Ｃの第２カソードガス拡散層１６Ｃの多孔度より低いことが好ましい。これに
より、第２アノードガス拡散層１６Ａの保水性を第２カソードガス拡散層１６Ｃの保水性
に比べて高くすることができる。また、第２カソードガス拡散層１６Ｃのガス拡散性を第
２アノードガス拡散層１６Ａのガス拡散性に比べて高くすることができる。
【００７３】
　次に、図３、図４Ａ～図４Ｃを参照しつつ、本発明の実施形態にかかるガス拡散層１４
の製造方法の一例について説明する。図３は、本発明の実施形態にかかるガス拡散層の製
造方法を示すフローチャートである。図４Ａ～図４Ｃは、その模式説明図である。
【００７４】
　まず、ステップＳ１では、多孔度の異なる２つのシート状の多孔質部材を作製する。
　シート状の多孔質部材は、例えば、以下のようにして作製することができる。
【００７５】
　まず、導電性粒子と界面活性剤と分散溶媒とを混錬機に投入し混錬した後、それらの混
錬物の中に高分子樹脂材料を添加して分散させる。なお、カーボン材料と高分子樹脂材料
とを別々に混錬機に投入せず、全ての材料を同時に混錬機に投入してもよい。次いで、混
錬して得た混錬物をロールプレス機又は平板プレス機などで圧延してシート状に成形する
。次いで、シート状に成形した混錬物を焼成して、前記混錬物中から界面活性剤と分散溶
媒とを除去する。ここで、焼成温度及び焼成時間は、界面活性剤と分散溶媒とが蒸発又は
分解する温度及び時間とすることが好ましい。次いで、界面活性剤と分散溶媒とを除去し
た混錬物を再圧延して厚さを調整する。これにより、シート状の多孔質部材を作製するこ
とができる。
【００７６】
　多孔度の異なる２つのシート状の多孔質部材は、前記作製工程において、使用する導電
性粒子、プレス機による圧延力、圧延回数などを変えることで製造することができる。例
えば、多孔度の高い多孔質部材を作製する場合には、１種類のカーボン材料を用い、多孔
度の低い多孔質部材を作製する場合には、平均粒子径が異なる２種類のカーボン材料を用
いればよい。これにより、多孔度の異なる２つの多孔質部材を得ることができる。また、
多孔度の低い多孔質部材を作製する際、多孔度の高い多孔質部材の作製する際よりも、プ
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レス機による圧延力又は圧延回数を多くすることで、２つの多孔質部材の多孔度の差を大
きくすることができる。このようにして作製した２つのシート状の多孔質部材のうち、多
孔度の低い多孔質部材にガス流路２１を形成したものが第１拡散層１５となり、多孔度の
高い多孔質部材が第２拡散層１６となる。ここでは、ガス流路２１の形成前の多孔質部材
を、多孔質部材１５ａという。
【００７７】
　なお、前記では、前記混錬物をロールプレス機又は平板プレス機などで圧延してシート
状の多孔質部材を作製したが、本発明はこれに限定されない。例えば、前記混錬物を押し
出し機に投入し、押し出し機のダイヘッドから連続的にシート成形して、シート状の多孔
質部材を作製することもできる。また、押し出し機が備えるスクリューの形状を工夫して
、当該スクリューに混練機能を持たせることにより、前記混練機を使用せずに前記混錬物
を得ることができる。すなわち、前記各カーボン材料の攪拌、混練、シート成形を一台の
機械で一体的に行うことができる。
【００７８】
　次いで、ステップＳ２では、図４Ａ及び図４Ｂに示すように、多孔度の低い多孔質部材
１５ａをガス流路２１の形状に対応する突起部３１ａを有する一組の金型３１，３２内に
配置した後、圧延機械にて金型３１，３２を型閉じして圧延する。これにより、図４Ｃに
示すように、多孔度の低い多孔質部材１５ａにガス流路２１が形成され、第１拡散層１５
を得ることができる。
【００７９】
　なお、金型３１，３２は、圧延機械と一体に構成されていても良いが、圧延機械に着脱
可能に構成されている方が取り扱いやすい。また、圧延機械としては、ロールプレス機又
は平板プレス機を用いることができる。これらのうち圧延機械として、面精度が高いロー
ルプレス機を用いる方が、第１拡散層１５の厚さバラツキを低減することができるので好
ましい。このとき、一般的なグラビアロール機と同様に、ロールの表面に直接、突起部３
１ａを有する金型３１，３２が形成されていることが好ましい。
【００８０】
　また、圧延機械による圧延時には、適宜、多孔度の低い多孔質部材１５ａを加温するよ
うにしても良い。この場合、加温温度は、２５０℃以下であることが好ましい。加温温度
が２５０℃以下であるとき、多孔度の低い多孔質部材１５ａが軟化して、ガス流路２１の
形成が容易になる。一方、加温温度が２５０℃より高くなると、多孔度の低い多孔質部材
１５ａが劣化するおそれがある。圧延機械の圧延力は、５００ｋｇｆ／ｃｍ２未満である
ことが好ましい。圧延機械の圧延力は、高いほど、ガス流路２１の形成が容易になるが、
多孔度の低い多孔質部材１５ａに５００ｋｇｆ／ｃｍ２以上の圧延力が加わると、割れや
材料破壊が生じるおそれがある。
【００８１】
　また、圧延機械による圧延後に金型３１，３２と多孔度の低い多孔質部材１５ａとが密
着することを防止するために、離型剤をあらかじめ塗布しておいても良い。この離型剤と
しては、燃料電池の発電性能に影響を及ぼさない範囲で適宜選択可能であるが、蒸留水又
は界面活性剤希釈蒸留水を用いることが好ましい。また、離型剤に代えて、ＰＴＦＥ樹脂
製のシートを使用しても良い。金型３１，３２の材質は、ステンレス鋼、ニッケルクロム
モリブデン鋼、超硬合金鋼、ＳＫＤ１１、ＳＫＤ１２、Ｎｉ－Ｐ硬化クロムなどの工具鋼
、セラミックス、ガラス繊維強化プラスチックなどから選択可能である。さらに、金型３
１，３２の表面には、耐食性及び離型性を高めるために、硬質Ｃｒメッキ、ＰＶＤ皮膜、
ＴｉＣ皮膜、ＴＤ処理、Ｚｒ溶射処理、ＰＴＦＥコーティングなどの表面処理を施しても
よい。前記ロールの表面に直接、突起部３１ａを有する金型３１，３２が形成されている
場合も同様である。
【００８２】
　次いで、ステップＳ３では、図４Ｃに示すように、前記のようにして作製した第１拡散
層１５と第２拡散層１６とを積層して、平板プレス機３３にて貼り合わせる。このとき、
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第２拡散層１６は、第１拡散層１５のガス流路形成面とは反対側の主面に貼り合わせる。
これにより、図２に示すガス拡散層１４を得ることができる。
【００８３】
　前記のように、第１拡散層１５と第２拡散層１６との貼り合わせに平板プレス機３３を
使用することにより、ガス拡散層１４が厚み方向に反る（波打ちする）ことを防止するこ
とができる。
【００８４】
　なお、平板プレス機３３による貼り合わせは、２ｋｇ／ｃｍ２以下の面圧で行うことが
好ましい。面圧が２ｋｇ／ｃｍ２より大きい場合には、リブ部２２が変形してガス流路２
１が狭くなるおそれがある。
【００８５】
　また、第１拡散層１５と第２拡散層１６との貼り合わせは、導電フィラーとバインダー
を主成分とする導電性接着剤を用いて行っても良い。また、第１拡散層１５と第２拡散層
１６との貼り合わせは、高分子電解質膜１１と類似成分を含む分散溶液（例えば、デュポ
ン社製ナフィオン：登録商標）、又は少量の蒸留水を用いて行ってもよい。
【００８６】
　なお、本実施形態においては、前記ステップＳ１～Ｓ３を行うことによりガス拡散層１
４を製造したが、本発明はこれに限定されない。例えば、各ステップの間に適宜、他の作
業が含まれていても良い。
【００８７】
　また、前記ステップＳ３においては、第１拡散層１５と第２拡散層１６とを積層して、
平板プレス機３３にて貼り合わせるとしたが、本発明はこれに限定されない。例えば、ス
テップＳ３において、第１拡散層１５と金型３２との間に第２拡散層１６を配置し、圧延
機械にて金型３１，３２を型閉じして貼り合わせてもよい。具体的には、前記ステップＳ
２において、圧延機械にて金型３１，３２を型閉じして圧延し、第１拡散層１５を得る。
次いで、ステップＳ３において、第１拡散層１５のガス流路形成面とは反対側の主面と金
型３２との間に、第２拡散層１６を配置し、第１拡散層１５と第２拡散層１６とを積層し
て、圧延機械にて金型３１，３２を型閉じして貼り合わせればよい。
【００８８】
　前記のように、第１拡散層１５と第２拡散層１６との貼り合わせに金型３１，３２を使
用することにより、前記ステップ２の後に金型３１から第１拡散層１５を取り外す工程を
省略することができる。
【００８９】
　また、ガス拡散層１４の別の製造方法としては、図５、図６Ａ～図６Ｃに示すような方
法がある。図５は、ガス拡散層の別の製造方法を示すフローチャートである。図６Ａ～図
６Ｃは、その模式説明図である。
【００９０】
　まず、ステップＳ１１では、前記ステップＳ１と同様にして、多孔度の異なる２つのシ
ート状の多孔質部材を作製する。
【００９１】
　次いで、ステップＳ１２では、図６Ａに示すように、多孔度の低い多孔質部材１５ａと
、多孔度の高い多孔質部材である第２拡散層１６とを積層する。
【００９２】
　なお、後続のステップＳ１３にて、多孔度の低い多孔質部材１５ａと第２拡散層１６と
の積層体を加圧するので、ステップＳ１２では、多孔度の低い多孔質部材１５ａと第２拡
散層１６とを、単に積層するだけでよい。また、もちろん、前述したような平板プレス機
３３、導電性接着剤、分散溶媒、蒸留水などを用いて、多孔度の低い多孔質部材１５ａと
第２拡散層１６とをあらかじめ貼り合わせてもよい。
【００９３】
　次いで、ステップＳ１３では、図６Ｂ及び図６Ｃに示すように、前記貼り合わせた多孔
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度の低い多孔質部材１５ａと第２拡散層１６とを金型３１，３２内に配置する。このとき
、多孔度の低い多孔質部材１５ａが突起部３１ａを設けた金型３１と対向するように配置
する。この後、金型３１，３２内に配置した多孔度の低い多孔質部材１５ａと第２拡散層
１６とを、圧延機械にて金型３１，３２を型閉じして圧延する。これにより、図２に示す
ガス拡散層１４を得ることができる。なお、ガス拡散層１４に厚み方向に反り（波打ち）
が生じている場合には、例えば、平板プレス機３３を用いて、２ｋｇ／ｃｍ２以下の面圧
でガス拡散層１４を加圧するようにすればよい。
【００９４】
　以上、本発明の実施形態にかかる燃料電池によれば、ガス拡散層１４を第１拡散層１５
と第２拡散層１６とを有する２層構造とし、ガス流路２１が形成された第１拡散層１５の
多孔度を第２拡散層１６より低くしている。すなわち、第１拡散層１５の強度を第２拡散
層１６より高くしている。これにより、複数のセル１を積層して加圧締結する際などに加
わる圧力により、互いに隣接するガス流路２１を隔てるリブ部２２が変形して、ガス流路
２１が閉塞してしまうことを抑えることができる。また、反応ガスがリブ部２２の内部を
透過することを抑えることができ、ガス流路２１の上流部から下流部までガス流路２１の
形状に沿って反応ガスが一定の流速で流れることができる。また、第２拡散層１６の多孔
度は第１拡散層１５よりも高いので、第２拡散層１６のガス拡散性によりリブ部２２の鉛
直下方にも反応ガスが拡散されることになり、面内発電分布のバラツキを抑えることがで
きる。従って、発電性能を一層向上させることができる。また、第１及び第２拡散層１５
，１６は、導電性粒子と高分子樹脂とを主成分とした多孔質部材で構成されているので、
低コスト化を図ることができるとともに、複雑な形状のガス流路も容易に形成することが
できる。
【００９５】
　なお、本発明において、多孔度は、次のようにして測定することができる。
　まず、ガス拡散層を構成する各材料の真密度と組成比率から、製造したガス拡散層の見
かけ真密度を算出する。
　次いで、製造したガス拡散層の重量、厚さ、縦横寸法を測定して、製造したガス拡散層
の密度を算出する。
　次いで、多孔度＝（ガス拡散層の密度）／（見かけ真密度）×１００の式に、前記算出
したガス拡散層の密度及び見かけ真密度を代入し、多孔度を算出する。
　以上のようにして、製造したガス拡散層の多孔度を測定することができる。
　なお、製造したガス拡散層の細孔径分布を、水銀ポロシメータを用いて測定したところ
、累積細孔量から算出できる多孔度と、前記のようにして算出した多孔度とが一致してい
ることを確認している。
【００９６】
　なお、本発明は前記実施形態に限定されるものではなく、その他種々の態様で実施でき
る。例えば、前記では、アノード側及びカソード側の両方に、本発明にかかる２層構造の
ガス拡散層１４を配置したが、本発明はこれに限定されない。アノード側及びカソード側
の少なくとも一方に、本発明にかかる２層構造のガス拡散層１４を配置した構造としても
よい。
【００９７】
　カソード電極（空気極）の酸化剤ガス流路は、アノード電極（燃料極）の燃料ガス流路
に比べて複雑な形状である方が、燃料電池の発電性能は高くなりやすい。しかしながら、
金属、あるいはカーボンと樹脂とで構成された従来のセパレータに複雑な形状のガス流路
を設けることは困難である。これに対して、本発明にかかる第１拡散層は、基材レスガス
拡散層で構成されているので、ガス流路の形成が容易である。従って、例えば、図７に示
すように、アノード側には、通常の単層構造のアノードガス拡散層２１４Ａと、燃料ガス
流路２２１Ａを設けた通常のセパレータ２２０Ａとを配置し、カソード側にのみ、酸化剤
ガス流路２１Ｃを有する２層構造のカソードガス拡散層１４Ｃと集電板２１Ｃとを配置す
るようにしてもよい。このような構成によっても、従来の構成に比べて、燃料電池の発電
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【００９８】
　この場合、アノードガス拡散層２１４Ａの多孔度は、カソードガス拡散層１４Ｃの第２
カソードガス拡散層１６Ｃの多孔度より低いことが好ましい。これにより、アノードガス
拡散層２１４Ａの保水性を第２カソードガス拡散層１６Ｃの保水性に比べて高くすること
ができる。また、第２カソードガス拡散層１６Ｃのガス拡散性をアノードガス拡散層２１
４Ａのガス拡散性に比べて高くすることができる。
【００９９】
　なお、前記様々な実施形態のうちの任意の実施形態を適宜組み合わせることにより、そ
れぞれの有する効果を奏するようにすることができる。
【産業上の利用可能性】
【０１００】
　本発明にかかる燃料電池用ガス拡散層及びその製造方法、並びに燃料電池は、一方の主
面にガス流路が形成されたガス拡散層において、発電性能を一層向上させることができる
ので、例えば、自動車などの移動体、分散発電システム、家庭用のコージェネレーション
システムなどの駆動源として使用される燃料電池に有用である。
【０１０１】
　本発明は、添付図面を参照しながら好ましい実施の形態に関連して充分に記載されてい
るが、この技術に熟練した人々にとっては種々の変形や修正は明白である。そのような変
形や修正は、添付した請求の範囲による本発明の範囲から外れない限りにおいて、その中
に含まれると理解されるべきである。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４Ｃ】
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【図６Ａ】

【図６Ｂ】

【図６Ｃ】
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